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第１ 概要 

本調査報告書は、小金井市消防団第一分団（以下「第一分団」という。）におい

て、事実と異なる「出動手当」を受給した疑いのある事案について報告をするも

のである。 

なお、「出動手当」は、小金井市消防団条例の一部を改正する条例（令和５年３

月２８日条例第１４号）により、令和５年４月１日をもって「出動報酬」に改め

られているが、同条例の付則において、「令和５年３月以前の月分として支給する

手当については、なお従前の例による。」とされており、本調査報告書においても、

「出動手当」と記述することとし、また、同条例による改正前の小金井市消防団

条例（以下「消防団条例」という。）を用いていることに留意されたい。 

消防団条例第１３条第２項は、市長は消防団員に「出動手当」を支給する旨定

め、消防団条例第１４条において、「出動手当」は当月分を翌月２０日までに支給

する旨定めるが、その手続の詳細については消防団条例に定められていない。ま

た、小金井市消防団規則（以下「消防団規則」という。）第１２条第３号は、出動

記録簿を本部において備えておかなければならないと定めている。実務において

は、「出動手当」の支給につき、各分団から消防団長宛の「出動記録」を消防団に

係る事務を所掌する総務部地域安全課防災消防係（「消防団事務局」を兼ねる。）

に提出することとしている。これ以外に「出動手当」について取り決めている様

式はない。すなわち、現状において、「出動記録」が「出動手当」の支給に必須の

書類であり、これに係る公的な記録となっている。 

本事案は、この「出動記録」について、出動の事実と異なる記載があったとの

情報提供（森戸洋子小金井市議会議員（以下「森戸議員」という。）による。）が

消防団事務局にあったことに端を発する。その後、消防団事務局において一定の

調査を行い、その対応について、令和５年第１回市議会定例会（総務企画委員会）

において、総務部地域安全課が行政報告（「消防団出動手当の請求に関する調査に

ついて」）を行ったところであるが、「小金井市消防団第一分団における出動手当

不正請求について全容解明を求める決議」が市議会の全会一致で可決されること

となった。これら一連の経過を踏まえ、小金井市長（以下「市長」という。）にお

いて「小金井市消防団員手当の支給に関する調査委員会」（以下「調査委員会」と

いう。）を設置することとなり、調査委員会が更なる調査を行うこととなったもの

である。 
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第２ 消防団について 

１ 消防団の組織 

市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理するとされ（消防組織法

（以下「法」という。）第７条）、市町村は、その消防事務を処理するため、消防

本部、消防署及び消防団の全部又は一部を設けなければならないとされる（法第

９条）。 

これを受けて、本市においては、その消防事務を処理するため消防団を設置す

ることとし（法第１８条第１項、消防団条例第１条の２）、その組織は本部及び５

個分団をもって構成している（法第１８条第２項、消防団規則第２条）。そして、

消防及び消防団に関することは、総務部地域安全課防災消防係の所掌となってい

る（小金井市組織規則別表第１）。 

また、本市は、消防団の運営に関する事項について調査及び審議する消防団運

営審議会を市長の附属機関として設置しており、同審議会は、学識経験者５人、

小金井市議会議員３人、小金井市消防団長１人、小金井市副市長１人、関係行政

機関の職員１人をもって組織されている（小金井市消防団運営審議会条例第１条、

第２条及び第３条）。 

  

２ 消防団員の任命 

   消防団には消防団員（以下「団員」という。）を、また、消防団の事務を統括し、

所属の団員を指揮監督する消防団長（以下「団長」という。）を置くこととされる

（法第１９条、法第２０条）。 

団長は、消防団の推薦に基づき市町村長が任命し、団長以外の団員は、市町村

長の承認を得て団長が任命するとされる（法第２２条、消防団条例第３条）。 

この点、本市においては、団員（副団長及び本部分団長を除く。）を確保するた

めに、団長の求めに応じて小金井市消防団員推薦委員会を設置することができる

とし、同委員会は、市議会議員及び学識経験者の中から市長が委嘱する委員をも

って組織されている（消防団条例第３条の２）。 

 

３ 消防団員の報酬等 

本市の団員は非常勤である（消防団条例第８条）ところ、非常勤の団員に関す

る給与に関しては、法に定めるものを除くほか、条例で定めることとされる（法
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第２３条）。 

これを受けて、本市においては、団員に対し、その階級に応じて月額報酬を支

給することとし（消防団条例第１２条）、団員が職務のため市の区域外に出張する

ときは旅費を支給することとしている（消防団条例第１３条第１項）。 

また、火災現場に出動しその業務に従事した団員には「火災出動手当」を、教

養訓練その他の訓練及び団長が認めた行事等に参加した団員には「訓練出動手当」

を、火災予防又は災害等の警備警戒に出動しその業務に従事した団員には「特別

警戒出動手当」を支給することとしている（消防団条例第１３条第２項）。具体的

な支給対象としては、火災出動については「建物火災、車両火災、その他火災、

誤報、危険排除、緊急確認、救助活動の現場に出動し、その業務に従事した団員

及び団長が指定するところ（詰所等）に出動した団員」、訓練出動については「団

長命令に基づく演習、訓練、整備及び会議（準ずるものも含む）、慶弔等団長が認

めた行事等に参加した団員」、特別警戒出動については「巡行、歳末、台風・雨風

水雪害（警報）・祭礼警備などの火災予防又は災害等の警備警戒に出動し、その業

務に従事した団員及び団長が指定するところ（詰所等）に出動した団員」とされ

ている（出動手当の取り扱いに関する内規「２手当支給の適用範囲」）。これらの

「出動手当」の支給手続については前記第１で述べたとおりである。 

 

 ４ 消防団活動に要する経費 

   市町村の消防に要する費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないと

されている（法第８条）。 

   本市の消防団は本市の組織であることから、当然に消防団活動に要する経費は

本市が負担することになる。団員に支給される月額報酬、旅費、出動手当を始め

として、全ての公務上の経費が本市の予算に計上されることになる。 

    

第３ 事実経過 

 １ 事案発覚から調査委員会設置まで 

  ⑴ 令和５年１月１８日、第一分団における出動手当の受給に関する「市民（匿

名）からの通報についての要請書」が森戸議員から消防団事務局に提出された。 

⑵ 令和５年１月１９日から２９日まで、前記⑴を踏まえ、消防団事務局におい

て、第一分団の「出動手当」について調査、確認を行った。 
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⑶ 令和５年１月３０日、消防団において臨時分団長会議を開催し、前記⑵の確

認結果を示し、第一分団において内部調査を実施することを確認した。また、

「出動記録」の記載処理が、第一分団と他分団とでは異なる方法であったこと

を確認した。第一分団は月末にまとめて「出動記録」を記載していた。 

⑷ 令和５年３月１２日、第一分団が分団内調査結果報告を消防団事務局に提出

した。 

⑸ 令和５年３月１３日から１５日まで、消防団本団及び消防団事務局において

第一分団の団員（以下「分団員」という。）への聴取を行った。 

⑹ 令和５年３月２０日、これまでの調査から判明した事実をまとめ、団長が分

団長会議に報告した。 

⑺ 令和５年３月２２日、市議会総務企画委員会において総務部地域安全課が調

査結果について行政報告を行った。 

⑻ 令和５年３月２８日、「小金井市消防団第一分団における出動手当不正請求に

ついて全容解明を求める決議」が市議会の全会一致で可決された。 

⑼ 令和５年３月３０日、３１日、４月１２日及び１３日、前記⑻を踏まえ、消

防団本団及び消防団事務局において分団員への聴取を行った。 

⑽ 令和５年４月２８日、一連の経過を踏まえ、市長が「調査委員会」を設置し

た。 

 

２ 調査委員会について 

⑴ 令和５年５月２４日、第１回調査委員会を開催し、本調査委員会の概要、調

査対象事案の概要、調査方針を確認した。 

⑵ 令和５年７月２６日、第２回調査委員会を開催し、調査の進捗状況を確認し

た。 

⑶ 令和５年９月６日、第３回調査委員会を開催した。これまでの調査結果を確

認し、これについて第一分団に見解を求めることを確認した。 

⑷ 令和５年１１月１０日、第４回調査委員会を開催した。前記⑶に係る第一分

団の見解を確認し、これを踏まえて分団員への聴取を行うことを確認した。 

⑸ 令和６年１月１７日、調査委員会において分団員への聴取を行った。 

⑹ 令和６年１月３０日、第５回調査委員会を開催した。これまでの調査結果を

確認し、返還請求対象及び追加支給対象となる出動手当を確定した。 
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⑺ 令和６年２月７日、市長が前記⑹に係る返還請求通知を発出した。 

⑻ 令和６年２月１４日、前記⑺に係る返還請求全額の納入が完了した。 

⑼ 令和６年２月２２日、第６回調査委員会を開催した。これまでの調査内容を

確認し、調査報告書をまとめた。 

 

第４ 調査内容 

   既に述べたとおり、各分団から消防団事務局への「出動記録」の提出をもって

「出動手当」の請求手続となる。 

本調査は、第一分団が消防団事務局に提出した「出動記録」に出動の事実と異

なる記載があるか否か、すなわち出動の事実がないにもかかわらず分団員が出動

手当の受給をしたか否かの調査を行ったものである。あわせて、当該調査の範囲

内において、出動があったにもかかわらず「出動記録」を提出していないものが

あるか否かの調査も行うこととした。 

なお、令和５年３月２２日付け行政報告による調査結果分は本調査結果に含ま

れない。 

 

 １ 調査対象 

   調査対象は、事案発覚時において「出動記録」に係る保存年限（３年）の範囲

内となる。すなわち令和元年度、同２年度及び同３年度、並びに同４年度（同４

年４月１日から前記第３、１、⑴の要請書の提出があった前日の同５年１月１７

日まで）に第一分団から提出のあった「出動記録」７７３件（延べ３，３３９人

分）が調査対象である。また、当該調査対象の範囲内で、「出動記録」がないが出

動の可能性があるものに係る調査件数は７５件（延べ３１７人分）となった。 

それぞれ調査対象の内訳は別紙１のとおりである。 

なお、「出動記録」の保存年限を３年としている理由は、本市の保存年限の分類

を原則、「１年、３年、５年、１０年、長期、永年」（小金井市文書管理規程第３

６条第１項）としているところ、団員に報酬等を支給する制度となった時点にお

いて賃金請求権の労働基準法上の時効が２年であったことから（同法第１１５条）、

それを下回らない「３年」としていたとのことである。 
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 ２ 調査手法 

 「出動記録」が「出動手当」の支給に係る唯一の公的な記録であり、一旦はこ

れに係る公金支出手続を経ているところ、この一連の手続を否定することとなる

事実を確認できる資料があるか否かについて調査した。また、この資料確認の範

囲内において、「出動記録」がないものの、出動の事実を確認できる資料があるか

否かについて調査した。 

これらの結果について第一分団に確認を求めることとし、また、必要に応じて

分団員に改めてこれらの結果に対する聴取を行うこととした。 

 調査委員会において確認した資料は次のとおりである。 

  ⑴ 第一分団保存資料 

ア 第一分団が出動を記録するため独自に作成したノート（以下「分団ノート」 

という。） 

イ 第一分団が連絡ツールとして利用していたＳＮＳ（以下「ＳＮＳ」という。） 

⑵ 市保存資料 

ア ポンプ車の運行記録（庁用自動車運転日誌） 

イ ポンプ車の給油記録（クレジットカード利用明細書） 

ウ 訓練場所借用依頼書 

エ 火災等の消防団活動状況報告 

オ 消防活動概要報告書 

 

第５ 調査結果 

１ 調査委員会による判断 

第一分団保存資料及び市保存資料の内容を確認し、これらと「出動記録」を突

合した結果、調査対象出動記録７７３件のうち３３件について実際の出動と異な

る記載があり、そのうち１７件が不正行為によるもの、１６件が誤記載によるも

のと判断した。また、「出動記録」がないが出動の可能性があるものに係る調査対

象７５件のうち１０件の出動について、出動記録の提出漏れがあると判断した。 

  これらの判断について、調査委員会がその内容を示し、一定期間を与えて第一

分団に確認を求めたところ、第一分団による個々の事案に対する回答があったが、

いずれも調査委員会の判断を否定する意見はなく、新たな資料等の提出もなかっ

た。 
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  これを受けて、調査委員会として改めて分団員１人及び元分団員１人に聴取を

行った。聴取においては、後記２の内容等を確認したほか、上記第一分団の回答

に当たっては分団員から聴取を行い、回答について誰も異議を述べておらず、返

還請求対象の出動手当について返還する意思があり、それが第一分団の総意であ

る旨が述べられた。また、再発防止策として、「出動記録」を出動時に出動者が

作成することとし、２人以上でチェックを行い、提出前の月末に再度確認するこ

ととした旨も述べられた。 

  これらの調査の結果として、本調査委員会は、別紙１及び別紙２のとおり、返

還請求対象の出動手当を延べ９０人の３４２，０００円、追加支給対象の出動手

当を延べ５２人の１９７，６００円と確定した。 

  

 ２ 調査、聴取による確認事項（従前の消防団事務局によるものを含む。） 

  ア 出動記録について 

・ 調査対象における「出動記録」の作成は同一の分団員１人（以下「分団員

Ａ」という。）によって行われた。 

・ 分団員Ａ以外の分団員は、「出動記録」の作成に関与していない。 

・ 分団員Ａは個々の「出動記録」の作成について詳細に記憶していないが、

巡行や分団総会等の同日に２回以上の出動があったとしても１回分の支給

しかされない出動について、別々の日に出動したものとして出動記録を作成

し、不正に出動手当を受給しようとしていた。 

・ 分団員Ａは個々の「出動記録」の作成の際に必ずしも分団ノートを用いて

おらず、その時の記憶や、分団総会資料なども用いて、深く考えずに思い付

きで「出動記録」を作成していた。 

・ 分団員Ａは「出動記録」を個々の出動の際に作成せず、月末にまとめて作

成していた。 

・ 分団員Ａが不正行為をした理由は、分団員の欠員やコロナの影響で活動も

少なく、活動時の分団員の飲食や分団員間の親睦を図るための経費に充てる

ための収入が減少していると感じたことによる。 

・ 分団員Ａ以外の分団員は分団員Ａが行った不正行為を知らなかった。 

イ 分団ノートについて 

・ 分団ノートは出動記録を作成するために活動ごとに記述する資料である。 
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・ 分団ノートへの記述は班長以上の分団員が行っていた。 

   ・ 分団ノートに事実と異なる記載を行った分団員は分団員Ａの他 1人（以下

「分団員Ｂ」という。）である。 

   ・ 分団員Ｂは１度だけ分団ノートに事実と異なる出動を記載したが、詳細な

記憶はない。 

・ 分団員Ｂによる事実と異なる出動の記載内容は、分団員Ａによる「出動記

録」の不正行為と同趣旨であるが、これが分団員Ａの不正行為につながった

事実は認められない。 

   ・ 分団員Ｂによる行為の理由は分団員Ａと同趣旨である。 

   ・ 分団員Ａ及び分団員Ｂのそれぞれの行為は単独によるものであり、互いに

関与はしていないし、他の分団員も関与していない。 

  ウ その他 

   ・ 不正行為を示唆するような分団員間のＳＮＳが一部確認されたが、これが

分団員Ａによる不正行為につながった事実は認められない。 

・ 通帳等を分団で管理することに不満のある分団員がいた。 

 

第６ 調査結果の考察 

 １ 本事案の要因及び排除 

第一分団においては、調査対象の「出動記録」の作成は分団員Ａのみが行って

おり、他の分団員はこれに関与しておらず、当該「出動記録」を確認することは

できないところであった。そして、通帳等が一括管理されていたことによって、

分団員がいかなる出動によって手当が支給されていたのか、その支給額について、

事後的に確認することもできない状況であったし、そもそも多くの分団員がこの

点に無関心であったともいえる。加えて、報酬等に係る明細は消防団事務局が分

団にまとめて交付することとし、分団において各団員に交付するとしているが、

第一分団においては分団員に交付されていなかったことも判明している。これら

の確認の手法がないことと分団員の無関心が、一部の分団員による不正行為の要

因となったものと考えられる。 

この点、通帳等は令和５年４月１９日をもって全分団における団員への返還が

完了し、また、第一分団においても報酬等に係る明細が分団員に交付されること

となっている。今後は、当然のことながら分団員各自が支給された出動手当を通
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帳及び明細によって了知することができ、各受給について分団員個人の責任が明

確となるところである。また、第一分団は「出動記録」を月末にまとめて分団員

Ａが記載することとしていたが、これを改め、再発防止策として、出動後、即時

に「出動記録」を作成し、複数で確認することとしたとのことである。 

これらの事情を踏まえれば、今後は、不正行為、誤記載、提出漏れ等の発生が

抑制され、仮にそのような事案が発生したとしても、早期に発見が可能となるも

のと考えられる。 

 

２ 提言 

本事案は市議会議員による情報提供に端を発し、市議会において全容解明を求

める決議があり、報道もなされ、調査委員会が設置されるまでにも至った事案で

ある。日々市民の安心と安全を守るため重要な役割を担う消防団とその団員に厳

しい目が向けられることとなっており、そのような状況下において、不正を試み

ようとする団員が今後現れることはないと思うところではある。 

しかしながら、本事案は第一分団において発生した事案であり不正行為も分団

員１人によるものであったが、不正行為があったとまでは認定できなかったもの

の、これを試みようとした分団員も１人いたところであり、また、不正行為を示

唆するような分団員間のＳＮＳも確認されている。全団員の公務員としてのコン

プライアンス意識について言及せざるを得ないところであり、早急にその向上が

望まれるところである。 

他方、調査結果においては、不正行為だけでなく、単純な記載ミス、請求漏れ

が散見することとなった。日々２４時間待機状態といえる消防団の特性を踏まえ、

出動の確認から出動手当の請求手続に至るまで、団員の負担軽減を図りつつ、消

防団事務局における客観的な確認手法の構築等も必要と思われる。 

以上、市長において措置されたい。 

 

第７ その他 

１ 懲戒処分について 

前述したとおり、団員については団長が任命権者であり、団員に対する懲戒権

は団長が行使することになる。団員に係る懲戒手続については、消防団条例第７

条に定めるもののほかは特段の規定がない。また、団員は非常勤の特別職公務員
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であり、一般職公務員において適用される「小金井市職員の懲戒の手続および効

果に関する条例」等の適用も受けない。しかしながら、懲戒が身分に係る重大な

不利益処分であることを踏まえ、団員に対する懲戒手続については、一般職公務

員に対する懲戒手続を参考とすることが適当と考えられる。 

本事案においては、不正行為によるものも含めて過大に受給した出動手当全額

が返還されていること、分団員１人によって「出動記録」が作成されていたこと

（他の分団員は「出動記録」の作成に関与したと認定できないこと）、既に退職し

ている分団員がいること、これまでの懲戒事例等を踏まえ、本市の一般職公務員

に係る懲戒手続を参考に、団長において適切に対応すべきものである。 

 

２ 告訴について 

告訴（刑事訴訟法第２３０条）とは、被害者その他法律上告訴権ある者が検察

官または司法警察員に対し、犯罪事実について犯人の処罰を求める旨の意思表示

をすることであり（最高裁昭和２６年７月１２日判決）、告訴がなされても検察官

が起訴を強制されるものではなく、告訴は捜査の端緒にとどまるものである。 

地方公共団体は、その事務における不正行為を発見した場合に対処すべきこと

は、不正を是正すること、そして再発防止策を講じることであり、また、個々の

公務員に対しては、任命権者において懲戒を検討することとなる。他方、刑罰に

処する手続は司法機関、捜査機関の役割である。 

本件は、不正行為によるものも含めて過大に受給した出動手当全額が返還され

ている。退職した分団員もいるなかで、報道などもあり、一定、社会的制裁を受

けている状況にもあるといえる。 

これらの事情を踏まえた上で、なおも刑罰に処することを求めて小金井市とし

て告訴することが適当か否か、市長において判断されたい。 

  

以上 
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